
（平成２３年６月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認岐阜地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



岐阜国民年金 事案 954 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成元年５月から同年７月までの期間及び２年

７月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ： 昭和 33年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年７月 

             ② 平成元年２月から同年７月まで 

             ③ 平成２年７月 

    昭和 56 年７月にＡ市役所に採用となり、１か月間は研修期間であった。

同年８月に本採用となり、１か月分の国民年金は給与から控除されていると

思う。また、同市役所を退職してから、健康保険は２年間、任意継続したが、

国民年金の手続は行っていなかった。平成３年の確定申告の際、税務署の職

員に国民年金についての指導を受け、２年間は遡って支払えることと、一括

払いではなく分割でも納付できる話を聞いたため、すぐに妻が、同市役所で、

国民年金と国民健康保険の手続を行い、分割払いの申出を行った。その後は

送られてきた納付書で、銀行において納付していた。申立期間が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、申立人の国民年金手帳記号番号は平成３年６月頃に払

い出されており、その払出時期を基準とすると、申立期間の一部である、元年

５月から同年７月までは過年度納付が可能である。 

   また、申立期間③について、Ｂ社会保険事務所（当時）が保管する年金手帳

委託交付受払簿により、申立人の妻は、平成３年６月頃申立人の国民年金につ

いて加入手続をしたことが推認でき、その妻は、国民年金に加入後は、毎月、

未納分と当月分の保険料を併せて納付していたと述べているところ、申立期間

②直後の平成元年８月から、現年度分と過年度分の２か月分の保険料が、毎月、

定期的に納付されていることが確認できる上、申立期間③は、過年度納付と過

年度納付の間の期間であることから、その妻が申立期間③の保険料のみを納付

しなかったものとは考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間③の国民年金保険料の納付を示す資料として提出

した平成４年分の所得税確定申告書（控）には、申立期間③の国民年金保険料



を含めた金額が記載されていることからも、その申立内容に不自然さは見られ

ない。 

   しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号の払出しが行われた時点では、

申立期間①及び②のうち平成元年２月から同年４月までについては、時効によ

り納付できない期間であり、また、Ａ市に確認したところ、同市では、仮採用

者の国民年金の加入手続を同市が代行して行うことは無いとの回答が得られ

た。 

   また、当該時期において、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成元年５月から同年７月までの期間及び２年７月の国民年金保険料を納付し

ていたものと認められる。 

 

    



岐阜国民年金 事案 955 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 女 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 61年３月まで 

    結婚時にＡ市のＢ支所で加入手続して、しばらくは自分で納付していた。

その後体調を崩したため国民年金の資格喪失手続を行ったが、そのことを義

母に話したところ、続けて納めるように叱られたので、すぐに喪失の取止め

の手続に同支所へ行った。支所の担当者に、「分かりました。そのまま納付

書で支払ってください。」と言われたので、４月の連休前に新しく開店した

Ｃ銀行Ｄ支店の外交員に保険料を前納した。申立期間が未加入で未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 12 か月と短期間である上、申立人は申立期間を除く国民年金  

加入期間について国民年金保険料を全て納付済みである。 

   また、申立人が申立期間の保険料を納付したとするＣ銀行Ｄ支店は、昭和

60年４月に開店したことが確認できる上、申立人は昭和 53年度から毎年前納

しており、申立期間の納付書（前納）が４月中に送付されていたものと考えら

れることから、申立人の主張に不自然な点は見当たらず、基本的に信用できる。 

   さらに、申立人に申立期間の国民年金保険料を引き続き納付するように促し

たとする義母は、国民年金制度発足時の昭和 36 年４月から全ての期間の国民

年金保険料を納付している上、申立人と同時期の昭和 53 年度から前納期間も

見受けられることから、義母は国民年金保険料の納付意欲と年金制度に係る知

識は高かったものと考えられる。 

加えて、申立人の夫は、申立人が義母に納付したことを報告した状況を詳細

に記憶しており、その証言に不合理な点は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



岐阜厚生年金 事案 2021 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年８月 21日から 23年８月 13日まで 

② 昭和 23年８月 15日から 25年７月 25日まで 

    私は、Ａ社Ｂ営業所で車掌をしていたが、「子供の服くらいは縫えないと

いけない。」と親に言われて、縫製工場に転職し、その後結婚のために退職

した。その間厚生年金保険に加入していたことも知らなかったので脱退手当

金を受け取っていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、オンライン記録によると、申立期間②に係る厚生

年金保険被保険者資格喪失日から約５年後の昭和 30年８月３日に支給決定さ

れたことになっているが、厚生年金保険被保険者台帳によると、約１年後の

26年８月３日に支給決定されていることが確認できる。 

また、申立期間②の事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載さ

れている女性のうち、脱退手当金受給資格の有る者 32名の記録を調査したと

ころ、脱退手当金の支給記録が確認できるのは申立人のみであり、事業主が

申立人の委任に基づき代理請求したとは考え難い。 

さらに、申立人は昭和 25年 12月に婚姻し改姓しているが、申立期間①及び

②の事業所の厚生年金保険被保険者台帳索引票及び健康保険厚生年金保険被

保険者名簿の氏の変更処理がなされていない上、誤った名前で記載されてお

り、申立人の年金記録の管理が適正に行われていない可能性がある。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

    



岐阜厚生年金 事案 2022 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額の記録を平成 15年７月 31

日は８万 3,000円、17年 12月 28日は 16万 8,000円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月 31日   

② 平成 17年 12月 28日 

③ 平成 18年８月 11日 

Ａ社に勤務期間中の平成 15 年７月に支給された賞与の金額が、支給明細

書の金額と異なっている。また、17 年 12 月分と 18 年８月分の賞与につい

ては、支給明細書のとおり、賞与の支給があったが、ねんきん定期便に賞与

の記録が無いので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②については、申立人が所持する支給明細書から、申立人は、

その主張する標準賞与額（申立期間①は８万 3,000 円、申立期間②は 16 万

8,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立期間①については、事業主が保管している健康保険厚生年金保険標準

賞与額決定通知書により、申立人の賞与額が７万 3,000円で届け出られている

ことが確認でき、申立期間②については、健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届により、不支給の届出がされたことが確認できることから、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る申立期間①及び②の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

一方、申立期間③については、申立人から提出された支給明細書により、申



立人が主張する賞与額の支給はされているものの、厚生年金保険料が控除され

ていないことが確認できる。 

また、事業所から提出された賃金台帳兼源泉徴収簿、給与所得の源泉徴収票

及び市県民税の基となる所得課税証明書においても、申立人が主張する標準賞

与額に基づく保険料控除を確認することができない。 

このほか、申立期間③に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間③において、その主張する標準賞与額に基づく保険料を事業主

により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

    



岐阜厚生年金 事案 2023 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年５月５日から 20年 12月 30日まで 

昭和 19年５月にＡ社Ｂ工場に入社し、20年２月に召集された。21年６月

26日に脱退手当金が支給されたことになっているが、終戦後、23 年８月 22

日に帰国したので、受給することはあり得ない。支給記録を取り消し、厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金については、昭和 21年６月 26日に支給決定されたと

記録されているが、申立人は、「脱退手当金の支給決定日には、日本国内にい

なかった。」と陳述しているところ、Ｃ県Ｄ部Ｅ課が保管している「帰還者整

理票」には、申立人がＦ港に上陸したのは 23年８月 22日と記録されており、

脱退手当金の支給決定時には日本国内にいなかったと認められることから、脱

退手当金の請求に本人の意思が反映されていなかったことが確認できる。 

また、申立人の除籍謄本から、利害関係人による失踪宣告はなされていない

ことが認められることから、利害関係人が申立人の脱退手当金を代理請求及び

代理受領することは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



岐阜国民年金 事案 956 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年７月から 52年３月までの国民年金保険料については、 

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

    住    所  ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 52年３月まで 

    当時の家業は隆盛で、国民年金保険料の免除を申請する理由が無く、義母

が、夫の分と一緒に保険料を納付してくれていたはずである。夫が納付済期

間となっているのに自分が申請免除期間となっていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無い上、申立人の国民年金保険料の納付を行ったとするその義母

は既に亡くなっており、当時の状況を聴取することができないことから、国民

年金保険料の納付状況等が不明である。 

また、免除申請の記憶は無いとしているところ、申立期間について、特殊台

帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿の納付状況欄に「申免」と記載されており、

記録管理に特段不合理な点が見受けられないことから、当該期間の国民年金保

険料の免除申請を行ったと考えるのが自然である。 

さらに、申立人は国民年金保険料の納付に関与しておらず、申立人及びその

夫に聴取しても申立期間当時の記憶が曖昧であり、その義母が申立期間の国民

年金保険料の納付をしていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



岐阜国民年金 事案 957 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年１月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から 49年３月まで 

母親が昭和 44 年１月頃に国民年金の加入手続をし、結婚してからは妻の

分と一緒に国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間が未納

となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとするその母親は

既に亡くなっていることから、当時の状況を聴取することができない上、申立

人の母親が申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 50 年８月頃に払い出されてお

り、その時期を基準とすると申立期間の大部分は時効により納付することがで

きない上、当該時期は第２回特例納付の実施期間ではあったものの、申立人の

母親が申立期間の保険料を遡って納付したことをうかがわせる形跡も確認で

きない。 

さらに、申立期間当時、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人の母親が申立人と同様に国民年金保険料を納付したとする申

立人の弟は、申立期間当時、未加入期間となっている。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



岐阜厚生年金 事案 2024 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 34年４月６日から 36年９月 15日まで 

             ②  昭和 36年 10月 26日から 37年４月 20日まで 

学校卒業後にＡ県のＢ社に入社し、その後、Ｃ社に転職し、昭和 37 年４

月 20 日に結婚予定で退職した。脱退手当金の支払日とされる 38 年２月 27

日には、Ｄ市で生活しており、脱退手当金は受け取っていない。調査の上、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ社及びＣ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期間の脱退

手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、脱退手当金の支給に係る一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



岐阜厚生年金 事案 2025 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 39年２月 11日から 43年４月１日まで 

          ② 昭和 44年 11月４日から 45年９月 13日まで 

昭和 45年 10月に結婚のため、Ａ社（現在は、Ｂ社）を退職した。脱退手

当金を受給した記憶が無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立事業所の申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金

が支給されていることを意味する「脱」表示が記されているとともに、申立

期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 45年 11月 27日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、脱退手当金の受給記録がある複数の同僚は、「会社に出入りしている

専門の人に手続してもらった。」と供述していることから、申立事業所の関与

を否定することができない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いとい

うほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

    



岐阜厚生年金 事案 2026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年４月１日から 32年１月１日まで 

    中学校を卒業してすぐにＡ社へ入社し、厚生年金保険の加入についての説

明は無かったが、一生懸命仕事をした。自転車でお得意様に商品を配達する

仕事は、大変だったが、自身のため、会社のためと頑張って働いた申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、期間の特定はできないものの、申立人が、Ａ社に勤

務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同

社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 32 年１月１日であり、申立

人を含む７名が同日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認

できる。 

また、上記の複数の同僚は、「入社数年後社長から、保険料がかかるが、国

がやっている社会保険に加入すると説明され加入した。」、「加入してから保険

料が引かれるようになった。」と供述している。 

さらに、Ａ社は、昭和 41 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、当時の事業主は死亡していることから、申立人の申立期間におけ

る勤務実態及び保険料控除について証言を得ることができない。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 


